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連 結 注 記 表
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
1． 連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 ………… 3社
連結子会社の名称 ………阿兹阿斯（大連）紡織服飾有限公司

大連保税区日里貿易有限公司
AZEARTH VIETNAM CO., LTD.

当連結会計年度において、AZEARTH VIETNAM CO., LTD.を新規設立し、連結の範囲に含めておりま
す。
当連結会計年度において、連結子会社であった丸幸株式会社を当社が吸収合併し、連結の範囲から除外し

ております。

(2) 非連結子会社の名称等
該当事項はありません。

2． 持分法の適用に関する事項
(1) 持分法を適用した関連会社の名称等

関連会社の名称 ………… メディケア・ジャパン株式会社

(2) 持分法を適用しない非連結子会社の名称等
該当事項はありません。

3． 会計方針に関する事項
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
市場価格のない株式等
主として移動平均法による原価法
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(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
商 品 移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
製 品 移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
原 材 料 移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
仕 掛 品 移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

(3) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）………定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得し
た建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
また、在外連結子会社は、定額法を採用しております。

② 無形固定資産（リース資産を除く）………定額法
なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額

法を採用しております。
③ リース資産

当連結会計年度における該当資産はありません。

(4) 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、
回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当連
結会計年度の負担額を計上しております。

役員株式給付引当金 役員及び執行役員への当社株式の給付に備えるため、内規に基づく期末
の株式給付債務の見込額を計上しております。

役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支払に充てるため、内規に基づく期末の要支給額を
計上しております。
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(5) 収益及び費用の計上基準
約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込ま

れる金額で収益を認識することとしております。
ただし、商品又は製品の国内の販売において、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転するまで

の期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。
なお、商品及び製品の販売の内、当社が代理人に該当すると判断したものについては、他の当事者が提供

する製品と交換に受け取る額から当該他の事業者に支払う額を控除した純額を収益として認識しておりま
す。

(6) その他連結計算書類の作成のための重要な事項

重要なヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理によっております。
なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については振当処理に

よっております。
② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ： 為替予約
ヘッジ対象 ： 商品輸出による外貨建売上債権、商品輸入による外貨

建買入債務及び外貨建予定取引
③ ヘッジ方針

内規に基づき、為替変動リスクをヘッジしております。
④ ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ手段の
相場変動の累計とヘッジ対象の相場変動の累計を比較して有効性を判定
しております。
ただし、振当処理によっている為替予約については、有効性の評価を

省略しております。

重要な外貨建資産・負債
の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、
換算差額は損益として処理しております。

なお、在外子会社の資産及び負債は、在外子会社の仮決算日の直物為替
相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算
し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上してお
ります。
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退職給付に係る会計処理
の方法

当社及び連結子会社は、退職給付に係る資産、退職給付に係る負債及び
退職給付費用の計算に、退職一時金制度については、退職給付に係る期末
自己都合要支給額を退職給付債務とし、企業年金制度については、直近の
年金財政計算上の数理債務をもって退職給付債務とする方法を用いた簡便
法を適用しております。

（会計上の見積りに関する注記）
1． 棚卸資産の評価
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

商品及び製品 1,258,863千円
原材料 264,585千円
仕掛品 10,768千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
棚卸資産の連結貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しており、直近の

販売価格等に基づき算定した正味売却価額等が帳簿価額を下回っている場合には、正味売却価額等をもって
連結貸借対照表価額とするとともに、帳簿価額と正味売却価額等との差額を売上原価に計上しております。
また、入庫から一定期間経過した棚卸資産については、その特性を考慮したうえで、経過期間に応じた評

価減率を設定するなどして、規則的に評価減を実施し売上原価に計上しております。
この棚卸資産の評価の過程では、過去の販売実績等を基礎として将来の販売予測を加味して評価を行って

おります。事業環境の著しい変化等により、評価に用いた仮定の見直しが必要になった場合は、翌連結会計
年度において、棚卸資産の重要な評価減が発生する可能性があります。

2． 固定資産の減損
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

有形固定資産 1,455,890千円
無形固定資産 245,712千円
減損損失 81千円
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(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループは、資産を事業の種類別セグメントを基礎とした資産グループにグルーピングしておりま

す。減損の兆候は、その資産グループの営業損益又はキャッシュ・フローの悪化の有無、資産又は資産グル
ープの市場価格の著しい下落の有無等により判定しております。減損の兆候が認められる資産又は資産グル
ープについては、減損損失の認識の判定を行い、割引前将来キャッシュ・フローが帳簿価額を下回った場合
に減損損失を認識し、帳簿価額を回収可能価額まで減額することにより減損損失を計上します。回収可能価
額は、正味売却価額と使用価値のいずれか高い方により算定しております。
当連結会計年度において、減損の兆候が認められた資産グループについて、使用価値は帳簿価額を下回っ

たものの、正味売却価額が帳簿価額を上回ったため、減損損失は認識しておりません。
当該資産グループの回収可能価額の算定に用いた正味売却価額及び使用価値の見積りには、経営者による

重要な判断及び仮定が含まれております。これらの見積りは、事業環境の変化、不動産市況の変動その他の
要因により見直しが必要となり、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

（追加情報）
取締役等に対する株式給付信託（BBT）

当社は、当社取締役及び監査役（社外取締役及び社外監査役を含みます。以下「取締役等①」といいま
す。）の報酬と株式価値との連動性をより明確にし、取締役（社外取締役を除きます。）が中長期的な業績の
向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めること並びに、社外取締役及び監査役が、社外取締役にあって
は監督、監査役にあっては監査を通じた中長期的な企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的とし
た取締役等①に対する株式報酬制度「株式給付信託（BBT（＝Board Benefit Trust））」（以下、「本制度①」
といいます。）を導入しております。また、本制度①と併せて、取締役（社外取締役を除きます。）及び執行
役員（以下「取締役等②」といいます。）の報酬と中期経営計画との連動性をより明確にし、取締役等②が
中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的とした取締役等②に対する株式
報酬制度「株式給付信託（BBT）」（以下、「本制度②」といいます。）を導入しております。当該信託契約に
係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」
（実務対応報告第30号2015年３月26日）に準じております。
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(1) 取引の概要
本制度①は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託（以下、本制度に基づき設定される信託を

「本信託」といいます。）を通じて取得され、取締役等①に対して、当社取締役会が定める役員株式給付規程
①（ただし、役員株式給付規程①のうち、監査役に関する部分については、その制定及び改廃につき、監査
役の協議に基づく同意を得るものといたします。）に従って、当社株式及び当社株式を時価で換算した金額
相当の金銭（以下、「当社株式等」といいます。）が本信託を通じて給付される株式報酬制度です。なお、取
締役等①が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として取締役等①の退任時となります。
本制度②は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が本信託を通じて取得され、取締役等②に対し

て、当社取締役会が定める役員株式給付規程②に従って、当社株式が本信託を通じて給付される株式報酬制
度です。なお、取締役等②が当社株式の給付を受ける時期は、原則として在任中一定の時期となります。

(2) 信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自

己株式として計上しております。本制度①及び本制度②についての当連結会計年度末の当該自己株式の帳簿
価額及び株式数は、65,378千円、112,400株であります。

（連結貸借対照表に関する注記）
有形固定資産の減価償却累計額 1,593,699千円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
1． 当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

普通株式 6,085,401株

2． 配当に関する事項
(1) 配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当金（円） 基 準 日 効力発生日

2025年７月25日
定時株主総会 普通株式 133,911 23.00 2025年４月30日 2025年７月28日

（注）2025年７月25日定時株主総会決議による配当金の総額には、「株式給付信託（BBT）」の信託財産として株式会社日本カスト
ディ銀行（信託E口）が所有している当社株式に対する配当金2,925千円が含まれております。
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(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当金（円） 基 準 日 効力発生日

2026年７月29日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 133,911 23.00 2026年

４月30日
2026年
７月30日

（注）決議予定の配当金の総額には、「株式給付信託（BBT）」の信託財産として株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が所有し
ている当社株式に対する配当金2,585千円が含まれております。

（金融商品に関する注記）
1． 金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入及び
社債による方針であります。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取
引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金、並びに電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。当

該リスクに関しては、当社グループの与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとと
もに、主な取引先の信用状況を定期的に把握する体制としております。一部外貨建てのものについては、為
替の変動リスクに晒されておりますが、先物為替予約を利用してヘッジしております。
投資有価証券である株式等は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する

企業の株式であり、定期的に時価及び発行体の財政状況を把握しております。
営業債務である支払手形及び買掛金、並びに電子記録債務は、そのすべてが１年以内の支払期日でありま

す。一部外貨建てのものについては、為替の変動リスクに晒されておりますが、先物為替予約を利用してヘ
ッジしております。
借入金は主に設備資金及び運転資金であります。一部は変動金利であるため、金利変動リスクに晒されて

おりますが、借入金利の変動をモニタリングし、急激な金利変動時には借換を行うなどして金利リスク管理
を行う方針であります。なお、現在の金利リスクは当社グループにとって重要なものではないと考えている
ため、金利感応度分析は行っておりません。
また、営業債務及び借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、月次に資金繰計

画を作成するなどの方法により管理しております。
デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした

先物為替予約取引であります。将来の市場価格変動のリスクを有しておりますが、輸出入取引に限定し取引
の執行・管理については内規に基づき、行っております。
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なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等について
は、（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）の「重要なヘッジ会計の方法」
に記載のとおりであります。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す
ることにより、当該価額が変動することもあります。

2． 金融商品の時価等に関する事項
2026年４月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。
また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形、売掛金、電子記録債権、支払手形及び買掛金、電子記

録債務は短期間で決済されるため、注記を省略しております。

連結貸借対照表計上額 時価 差額
（千円） （千円） （千円）

投資有価証券 232,710 232,710 ―
(注）市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおり

であります。

区分
連結貸借対照表計上額

（千円）
非上場株式 196

3． 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレベル

に分類しております。
レベル１の時価 同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価 レベル1のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価 重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ
属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：千円）

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
その他有価証券
株式 232,710 ― ― 232,710
(注) 時価の算定に用いた評価技法とインプットの説明

投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１に分類
しております。

（収益認識に関する注記）
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）
報告セグメント 合計

(千円)防護服・
環境資機材 ヘルスケア製品 ライフマテリアル

その他
（注）

顧客との契約
から生じる収益 4,800,908 388,992 2,865,465 234,315 8,289,681

外部顧客への
売上高 4,800,908 388,992 2,865,465 234,315 8,289,681

（注）「その他」の区分は、中国子会社及びベトナム子会社であります。

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための情報
連結注記表の連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等の会計方針に関する事項

の収益及び費用の計上基準に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
契約負債の残高等

（単位：千円）
当連結会計年度

契約負債（期首残高） 5,490

契約負債（期末残高） 4,986

契約負債は、製品及び商品の引渡前に顧客から受け取った対価であり、収益の認識に伴い取り崩されま
す。
当期に認識した収益のうち、期首現在の契約負債の残高が含まれている金額は5,490千円であります。

（１株当たり情報に関する注記）
1． １株当たり純資産額 1,195円49銭
（注）「株式給付信託（BBT）」の信託財産として株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が所有している当社株式は、１株当たり

純資産額の算定上、期末発行済株式数の計算において控除する自己株式に含めております。１株当たり純資産額の算定上、控
除した当該自己株式の期末株式数は、112,400株であります。

2． １株当たり当期純利益 24円23銭
（注）「株式給付信託（BBT）」の信託財産として株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が所有している当社株式は、１株当たり

当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。１株当たり当期純利益の算定上、
控除した当該自己株式の期中平均株式数は、117,350株であります。

（その他の注記）
該当事項はありません。
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個 別 注 記 表
(重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1. 資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
① 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法
② その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）
市場価格のない株式等
主として移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
商 品 移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
製 品 移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
原 材 料 移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
仕 掛 品 移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

2. 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）………定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得し
た建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

② 無形固定資産（リース資産を除く）………定額法
なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額

法を採用しております。
③ リース資産

当事業年度における該当資産はありません。
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3. 引当金の計上基準

貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回
収不能見込額を計上しております。

賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当期の
負担額を計上しております。

退職給付引当金 従業員の退職給付の支給に充てるため、当期末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき計上しております。なお、退職給付引当金及び退
職給付費用の計算には、直近の年金財政計算上の数理債務をもって退職給付
債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
なお、当事業年度末において認識すべき年金資産が、退職給付債務の額を

超過する場合には、前払年金費用として投資その他の資産に計上しておりま
す。

役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支払に充てるため、内規に基づく期末の要支給額を計
上しております。

役員株式給付引当金 役員及び執行役員への当社株式の給付に備えるため、内規に基づく期末の
株式給付債務の見込額を計上しております。

4. 収益及び費用の計上基準
約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれ

る金額で収益を認識することとしております。
ただし、商品又は製品の国内の販売において、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転するまでの

期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。
なお、商品及び製品の販売の内、当社が代理人に該当すると判断したものについては、他の当事者が提供す

る製品と交換に受け取る額から当該他の事業者に支払う額を控除した純額を収益として認識しております。
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5. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
(1) ヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。
なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については振当処理によっております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段 ：為替予約
ヘッジ対象 ：商品輸出による外貨建売上債権、商品輸入による外貨建買入債務及び外貨建予定取引

③ ヘッジ方針
内規に基づき、為替変動リスクをヘッジしております。

④ ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ手段の相場変動の累計とヘッジ対象の相

場変動の累計を比較して有効性を判定しております。
ただし、振当処理によっている為替予約については、有効性の評価を省略しております。

(2) 外貨建資産・負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。

(会計上の見積りに関する注記)
1. 棚卸資産の評価
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

商品 949,706千円
製品 308,989千円
原材料 207,371千円
仕掛品 10,768千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結注記表の会計上の見積りに関する注記の棚卸資産の評価に同一の内容を記載しているため、注記を省

略しております。
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2. 固定資産の減損
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

有形固定資産 1,447,884千円
無形固定資産 245,712千円
減損損失 81千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結注記表の会計上の見積りに関する注記の固定資産の減損に同一の内容を記載しているため、注記を省

略しております。

（追加情報）
取締役等に対する株式給付信託（BBT）

連結注記表の追加情報に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

（貸借対照表に関する注記）
1. 有形固定資産の減価償却累計額 1,551,572千円

2. 関係会社に対する金銭債権・債務
短期金銭債権 70,470千円
短期金銭債務 6,067千円

（損益計算書に関する注記）
１. 関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引高の総額

営業取引による取引高 売上高 265,075千円
仕入高 43,499千円

販売費及び一般管理費 1,985千円
営業取引以外の取引による取引高 4,972千円

２. 抱合せ株式消滅差益
2025年5月1日付で当社の連結子会社であった丸幸株式会社を吸収合併したことにより、抱合せ株式消滅差

益を特別利益へ計上しております。

（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度の末日における自己株式の数

普通株式 375,547株
（注）「株式給付信託（BBT）」の信託財産として株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が所有している当社株式112,400株を含

めております。
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（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳

繰延税金資産 貸倒引当金 2,049千円
賞与引当金 20,078千円
役員退職慰労引当金 3,032千円
役員株式給付引当金 12,435千円
貯蔵品 2,371千円
未払費用 3,198千円
未払事業税 4,251千円
未払事業所税 378千円
棚卸資産評価損 34,164千円
減損損失 3,347千円
投資有価証券評価損 129千円
ゴルフ会員権評価損 1,183千円
その他 733千円

繰延税金資産の小計 87,353千円
評価性引当額 △16,700千円

繰延税金資産の合計 70,652千円

繰延税金負債 前払年金費用 33,673千円
その他有価証券評価差額金 36,113千円

繰延税金負債の合計 69,787千円
繰延税金資産の純額 865千円
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（関連当事者との取引に関する注記）
子会社及び関連会社等

（単位：千円）

種類 会社等
の名称

議決権
等の所
有割合

関連当事者
との関係

取引の
内容 取引金額 科目 期末

残高

関連会社 メディケア・
ジャパン㈱

所有
直接
50％

業務委託契約
の締結

業務委託料
の受取
（注）

4,799 ― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）業務委託料については協議のうえ決定しております。

（収益認識に関する注記）
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表の収益認識に関する注記に同

一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 1,161円72銭
（注）「株式給付信託（BBT）」の信託財産として株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が所有している当社株式は、１株当たり

純資産額の算定上、期末発行済株式数の計算において控除する自己株式に含めております。１株当たり純資産額の算定上、控
除した当該自己株式の期末株式数は、112,400株であります。

2. １株当たり当期純利益 106円31銭
（注）「株式給付信託（BBT）」の信託財産として株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が所有している当社株式は、１株当たり

当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。１株当たり当期純利益の算定上、
控除した当該自己株式の期中平均株式数は、117,350株であります。

（その他の注記）
該当事項はありません。


